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Ⅰ．緒言

　平成 23年に保健師助産師看護師学校養成所指定規
則が改正され、保健師教育に「学校保健における活動
の展開を学ぶ内容」を組み込むこと、臨地実習を 4 
単位から 5 単位に増やし「保健師が役割を担ってい
る多様な場で実習を行う」ことが示された１）2）。一方、
平成 24 年の『地域保健対策検討会報告書』3）の中で、
今後の地域保健対策の方向性として地域のソーシャ
ル・キャピタルを活用した活動を展開すること、ソー
シャル・キャピタル醸成の場として学校が掲げられ、
地域保健と学校との積極的な連携が提唱された。同年
告示された『地域保健対策の推進に関する基本的な指
針』4）でも、学校保健との連携体制強化、さらに同年
告示された『地域における 保健師の保健活動に関す
る指針』5）においてもソーシャル・キャピタルに立脚
した保健活動の推進が掲げられ、ソーシャル・キャピ
タル醸成の場である学校と連携・協働した保健活動

は、強化すべき保健師の活動と明確に位置付けられた。
このような流れを受け、平成 25 年に発表された『保
健師教育におけるミニマム・リクワイアメンツ』（以
下、『ミニマム・リクワイアメンツ（2013）』）6）の中で、
臨地実習に学校保健実習は「必須」であることが明記
され、平成26年の『保健師教育におけるミニマム・リ
クワイアメンツ』（以下、『ミニマム・リクワイアメン
ツ（2014）』）7）では、実践能力Ⅵ「公衆衛生看護の対
象と活動の場に応じた対象別実践能力」が追加され、
学校保健の教育内容と方法の指針が示された。
　平成 23 年の東日本大震災以降、地域の避難所の約 
9 割を占める学校との連携・協働の重要性が再認識さ
れ、学校教職員の避難所運営に関する条例の制定、学
校と災害発生時の対応や役割分担に関する会議の実
施、避難所開設・運営訓練等の共催など、連携・協働
の活動8）9）が広がりをみせており、今後、ますますこ
の傾向は強まるものと思われる。　
　災害時の危機管理の他にも、児童虐待に関する対応、
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性教育を含めたいのちの学習、歯科衛生教育、がん教
育、生活習慣病予防教育など、複雑・多様化した学齢
期の子どもたちの健康課題に対応するため、また、健
全な国民を育成し健康寿命の延伸を目指すため、保健
福祉教育分野の連携・協働による専門的対応が求めら
れるようになっている10）11）12）。加えて、近年のイン
クルーシブ教育へのパラダイムシフトに伴い、特別な
支援を必要とする就学前の子どもたちを支援する保健
師は、就学指導委員会に参加し、就学先の決定やその
後の支援についても関与するようになってきている13）。
　このように学校と連携・協働した地域保健活動の重
要性は増しており、これからの保健師には、学校の仕
組みや機能・役割の理解の基に、学校と連携・協働し、
その役割を担っていくことが期待される。よって、現
代の保健師基礎教育において、学校および学校関係者
と連携・協働した活動を展開できる技術・能力の育成
を行うことは、今後の保健師活動の発展のための重要
な鍵となる。 
　専門職教育における実習は、講義・演習の机上の学
びを発展させ、実践と結び付けるものである14）。保健
師が時代の要請する活動を実践できるようになるため
には、「学校との連携・協働を行う保健師に求められ
る技術・能力」に立脚した実習を展開する必要がある。
しかし、旧カリキュラムにおける実態調査15）では、
106 教育機関のうち学校保健実習を組み込んでいたの
は 42 校（39.6％）であり、新カリキュラムの 5 単位
実習に学校保健実習を組み込む計画があると回答した
のは、39 校（36.8％）に留まっていた。また、この調
査をもとに新カリキュラムにおける学校保健実習計画
が試案されているが、これまで述べてきた多彩な学校
における保健活動は、具体的な内容として組み込まれ
ていないものであった15）。この実態調査以降、保健師
基礎教育の新カリキュラムが開始されたが、学校保健
実習の実施割合や設定した実習目標、そのための実習
項目等、学校保健実習の実態に関する悉皆調査は行わ
れていないのが現状である。
　そこで、保健師基礎教育の新カリキュラムにおける
学校保健実習の現状について調査を実施することにし
た。本研究は、調査のうち第1報として、学校保健実
習を実施した教育機関（以下、実施校）と実施してい
ない教育機関（以下、非実施校）の教員の実習意義の
認識、実習目標（行動目標）、実習項目等に対する考
えと実態について明らかにし、保健師基礎教育におい
て学校保健実習を展開するための課題を検討すること
を目的とする。本研究により得られる知見は、これか
らの保健師基礎教育の発展に寄与し、これが本研究の
意義である。  

　学校における健康に関する活動は、学校保健活動、
学校安全活動が両輪となって展開されている。本研究
では、学校保健活動だけではなく、地域における感染
症対策の場、災害における地域との連携・協働の場、
虐待等の子どもの危機における支援の場など、健康危
機管理を組込んだ、いわゆる学校安全活動を含めた学
校保健実習について検討を行う。そのため、本研究で
は、保健師基礎教育における学校を実習施設とした実
習を、「学校保健実習」ではなく「学校実習」と表現
する。 

Ⅱ．方法

１．調査対象
　保健師基礎教育を行い、平成29年3月末現在で新カ
リキュラムによる保健師基礎教育を受けた卒業生を輩
出している全教育機関236校を調査対象校とし、各校1
名の保健師基礎教育担当教員代表者を調査対象者とし
た。

２．調査時期と手続き
　調査時期は、平成29年7月～ 8月末であった。
　調査方法は、郵送自記式質問紙調査であり、調査対
象者の所属長宛てに、調査の趣旨説明書と調査対象者
への調査協力依頼文、質問紙、返信用封筒のセットを
送付し、調査協力を依頼した。回収率を上げるため、
返送期日としていた7月末に調査協力御礼並びに督促
状を送付し、返送期間を8月末まで延期した。

３．調査項目
　調査項目は、調査校の概要（設置主体、校種、保健
師基礎教育の履修制度、保健師以外で取得可能な免許
など）、学校実習全般に関する教員の認識、学校実習
の実施校における学校実習の概要である。
１）学校実習全般に関する教員の認識
　学校実習の実施意義の認識について、「学校実習を
実施する意義はあると思いますか」の問いに「非常に
そう思う（5）」～「全くそう思わない（1）」の5段階
評価で回答を求めるとともに、その回答理由について
は自由記載を求めた。
　学校実習で導入すべきと考える実習目標（行動目標）
について、計5目標群23目標を提示し、「導入すべき」
または「不要」のいずれかで回答を求めた。実習目標

（行動目標）は、保健師基礎教育の新カリキュラムに
おいて学校実習の指導経験のある大学教員2名で抽出
して設定した。
　学校実習で含むべきと考える実習体験項目（以下、
実習項目）について、「個人・集団対人支援」群11項目、
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「組織活動・連携」群7項目、「環境管理」群3項目、「学
校診断・計画」群7項目、「健康危機管理」群8項目、「特
別な支援の必要な対象に関する活動」群9項目の計6群
45項目を提示し、「含むべき」、「不要」、「判らない」
のいずれかで回答を求めた。実習項目は、実習目標（行
動目標）同様、保健師基礎教育の新カリキュラムにお
いて学校実習の指導経験のある大学教員2名で抽出し
て設定した。それ以外で含むべきと考える実習項目に
ついては自由記載で意見を求めた。
２）学校実習の実施校における学校実習の現状
　調査校のうち、学校実習の実施校に対し、学校実習
で導入すべきと考える実習目標（行動目標）について、
上記の計5目標群23目標を提示し、実際に「導入して
いる」か否かで回答を求めた。また、「実習目標に到
達するような実習ができたと思いますか」の問いに「非
常にそう思う（5）」～「全くそう思わない（1）」の5
段階評価で回答を求めるとともに、その回答理由につ
いては自由記載を求めた。加えて、学校実習で含めて
いる実習項目について、上記の計6群45項目を提示し、
実際に「含めている」か否かで回答を求めた。また、
学校実習の日数、学校実習の受け入れ校の校種（複数
回答）についても回答を求めた。

４．倫理的配慮
　調査対象者には、回答済みの質問紙は厳重に保管し、
分析が終了すれば破棄すること、研究への参加は自由
意志であり、研究協力の有無によって対象者に不利益
をこうむることがない旨を文書で説明し、回答済みの
質問紙の返送をもって研究協力への同意が得られたも
のとした。不明な点等があった場合にはいつでも問い
合わせできるよう、趣旨説明書に研究組織の問い合わ
せ先を明記した。

　本研究は、畿央大学研究倫理委員会の承認を得た。

５．分析方法
　統計解析には、統計解析ソフトSPSS Ver.21を用い
た。学校実習の実施校と非実施校の2群間の平均と割
合の比較には対応のないt検定およびχ2検定を行い、
5段 階 評 価 の 回 答 傾 向 の 比 較 に つ い て はMann-
WhitneyのU検定を行った。有意水準は5％とした。
　学校実習の実施意義の認識について、「非常にそう
思う」と「そう思う」と回答したものを高認識群、「ど
ちらでもない」、「そう思わない」、「全くそう思わない」
と回答したものを低認識群とした。
　学校実習の実施意義の認識に関する回答理由の自由
記載は、1文脈の中に1つの内容となるように抽出して
記録単位とし、高認識群と低認識群それぞれの記録単
位について、意味内容の類似性に基づきカテゴリー化
を進めサブカテゴリーに、さらにサブカテゴリーを抽
象化して分類しカテゴリーとした。カテゴリー化につ
いては、共同研究者間で検討を重ねた。

Ⅲ．結果

１.調査票回収数
　調査票を郵送した教育機関236校のうち、59校より
回答を得た（回収率25.0％）。そのうち、記載もれの
ない49校を分析対象とした。

２．調査対象校の概要（表１）
　学校実習の実施校は19校（38.8％）、学校実習の非
実施校は30校（61.2％）であった。実施校の学校実習
の日数は、1日から5日で平均2.58日（SD=1.27）であり、
実習受け入れ校の校種は、小学校12校（63.1％）、中
学校13校（68.4％）、高等学校4校（21.1％）、医療的ケ

表1　学校実習の実施校と非実施校の基本属性
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アのある特別支援学校3校（15.8％）、医療的ケアのな
い特別支援学校2校（10.5％）であった。
　保健師基礎教育課程の設置主体は、国立系18校

（36.7％）、私立系30校（61.2％）、その他1校（2.0％）
であり、校種は、大学43校（87.8％）、短期大学3校

（6.1％）、専修学校3校（6.1％）であった。履修制度は、
全員履修10校（20.4％）、人数制限のある選択制39校

（79.6％）であり、人数制限のない選択制を採用して
いる教育機関はなかった（表１）。保健師以外で取得
可能な免許は、看護師43校（87.8％）、助産師15校

（30.6％）、養護教諭1種13校（26.5％）、養護教諭2種32
校（65.3％）であった。以上の項目について、実施校
と非実施校の2群間の割合に有意な違いは認められな
かった。人数制限のある選択制を採用している教育機
関の制限人数は、10人から50人までの範囲で平均22.9
人（SD=8.8人）であり、実施校と非実施校の2群間で
有意差は認められなかった。

２．学校実習に対する教員の認識と現状
１）実施意義の認識（表2、表3、表4）　
　学校実習の実施意義の認識の5段階評価は、「非常に
そう思う」12人（24.5％）、「そう思う」31人（63.3％）、

「そう思わない」1人（2.0％）、「どちらでもない」5人
（10.2％）であり、「全くそう思わない」はなかった。「非
常にそう思う」と「そう思う」と回答した高認識群は

43人（87.9％）、「どちらでもない」と「そう思わない」
と回答した低認識群は6人（12.2％）であった（表2）。
実施校と非実施校の2群間の5段階評価についてMann-
WhitneyのU検定を行った結果、2群間の回答傾向に
は有意な違いが認められ（p<0.001）、実施校では、高
認識群が100％を占めていたが、非実施校では、高認
識群は80.0％にとどまっていた。さらに、「非常にそ
う思う（5）」～「全くそう思わない（1）」を5 ～ 1点
に得点化し、実施校と非実施校の2群で対応のないt検
定を行った結果、実施校の平均得点は4.53点（SD=0.51
点）、非実施校の平均は3.83点（SD=0.59点）であり、
有意に（p<0.001）実施校の平均得点が高かった（表2）。
　学校実習の意義の回答理由について自由記載で回答
を求めた結果、高認識群30人（69.8％）、低認識群5人

（83.3％）から回答が得られた。高認識群の回答理由は、
48記録単位、23サブカテゴリー、5カテゴリーに分類
された。その5カテゴリーは【養護教諭2種免許取得の
教育実習としての意義】【学校看護活動の役割・機能
の学びとしての意義】【学校看護実践における学びと
しての意義】【保健師基礎教育の規定からの意義】【公
衆衛生看護活動の展開方法の理解に関する意義】で
あった（表3）。一方、低認識群の回答理由は、5記録
単位、4サブカテゴリー、2カテゴリーに分類された。
2カテゴリーは、【学生の就職・職業としての選択肢に
ない】【時間が足りない】であった（表4）。

表2　学校実習の実施意義の教員の認識

表3　学校実習の意義の高認識群が意義ありとする理由
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２）非実施校の教員が導入すべきと考える実習目標（行
動目標）と実施校での現状（表5）
　非実施校の教員が導入すべきと回答した割合が最も
高かった実習目標（行動目標）は、「健康に関する活
動がおこなわれる場としての学校の組織・機能・役割
を理解できる」、「学校における健康を担う教職員や関
係職種、関係機関について説明できる」、「健康に関す
る活動の法的根拠が説明できる」、「児童生徒の健康課
題および発達課題を考えることができる」で、100％
が導入すべきと考えていた。
　一方、実施校において導入している割合が高かった
実習目標（行動目標）は、「健康に関する活動がおこ
なわれる場としての学校の組織・機能・役割を理解で
きる」、「児童生徒の健康課題および発達課題を考える
ことができる」、「養護教諭の職務と求められる役割に
ついて理解できる」、「健康課題と学校生活、地域や家
庭での生活との関連を理解できる」で、導入している
割合は100％であった。また、導入している割合が低
かった実習目標（行動目標）は、「特別な支援の必要
な児童生徒へのケアシステムのあり方を考えることが
できる」などの〔Ⅳ．特別な支援を必要とする児童生

徒の置かれている状況と支援の実際を理解できる〕に
属する目標群で、導入している割合は36.8％～ 57.9％
であった。
　各実習目標（行動目標）について、非実施校の教員
が導入すべきと回答した割合と実施校が導入している
割合とを比較した結果、非実施校の教員が導入すべき
と回答した割合よりも実施校が導入している割合が低
く、その差が30％以上であったのは、「特別な支援の
必要な児童・生徒へのケアシステムのあり方を考える
ことができる」、「特別な支援を必要とする児童生徒と
健常の児童生徒が共に学校生活を送る意義について考
えることができる」、「特別な支援の必要な児童・生徒
の健康課題および発達課題を考えることができる」、

「特別な支援の必要な児童・生徒への支援方法につい
て理解できる」で、すべて〔Ⅳ．特別な支援を必要と
する児童生徒の置かれている状況と支援の実際を理解
できる〕に属する目標群であった。
　一方、実施校において実習目標に到達するような実
習ができたかについては、「非常にそう思う」4校

（21.1％）と「そう思う」14校（73.7％）、「どちらでも
ない」1校（5.3％）であった。その回答理由について、

表4　学校実習の意義の低認識群が意義ありとしない理由

表5　学校実習の実習目標について実施校が導入している割合と非実施校が導入すべきと考えている割合
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「2日間なので見学がメインになる」、「3日間の実習で
は理想の実習目標を達成することは不可能」、「5日間
の実習によって目標が達成できた」、「学校側が提供し
ていただける状況での実習になる」という自由記載が
みられた。実際に、実習目標に到達するような実習が
できたかについて「非常にそう思う」と回答した実施
校の学校実習の日数は平均3日、「そう思う」と回答し
た実施校の日数は平均2.5日、「どちらでもない」と回
答した実施校の日数は2日であった。

３）非実施校の教員が含むべきと考える実習項目と実
施校での現状（表6）
　非実施校の教員が実習に含むべきと回答する割合が
最も高かった実習項目は、「学校内の連携」で93.3％
であり、次いで「感染症対策」の90.0％であった。一方、
非実施校の教員が「判らない」と回答した割合が3割
を超えていた項目は、「虐待の直接的対応」、「就学指
導委員会」、「学校巡回指導」、「障害をもつ児童生徒の

危機管理体制」、「地域学校保健委員会」、「PTA活動」
であった。
　一方、実施校において実習に含めている割合が最も
高かった実習項目は、「学校内の連携」、「健康に適し
た環境づくり」で94.7％であり、次いで「健康相談活
動」、「環境衛生」、「安全点検」で89.5％であった。また、
実習に含めている割合が最も低かったのは、「就学指
導委員会」で5.3％であり、次いで「就学時健康診断」、

「教職員健康診断」で15.8％であった。
　各実習項目について、非実施校の教員が含むべきと
回答した割合と実施校が含めている割合とを比較した
結果、非実施校の教員が含むべきと回答した割合より
も実施校が含めている割合が低く、その差が約30％以
上であったのは、「就学時健康診断」、「災害に関する
行政機関との連携体制」、「就学指導委員会」、「肢体不
自由児への生活支援・学習支援」、「医療的ケア」、「発
達障がい児への生活支援・学習支援」、「健康診断結果
による事後措置」、「定期健康診断結果の分析」、「学校

表6　学校実習の体験項目について実施校が含めている割合と非実施校が含むべきと考えている割合



―  47  ―

保健師基礎教育における学校実習に対する教員の認識

欠席者情報システム」であった。
　非実施校が含むべきと考える割合と実施校が含めて
いる割合とが共に8割を超えていたのは、「学校内の連
携」、「健康相談活動」、「環境衛生」、「安全点検」、「健
康に適した環境づくり」であった。
　提示した45項目以外に含むべき実習項目について自
由記載で意見を求めた結果、「学校行政のしくみ」が
挙げられたが、「理想はあるが実習時間の関係で直接
支援から連携の間接支援に限定される」、「実習時間が
足りない」、「実習項目を指導できる人的環境が乏しい」
という意見の記載も認められた。

Ⅳ．考察

１．保健師基礎教育における学校実習の実施割合
　保健師基礎教育における新カリキュラムが平成24年
に開始し、公衆衛生看護学実習が4単位から5単位に増
えた新カリキュラムで保健師基礎教育が実施され、そ
の教育を受けた卒業生も輩出された。
　鎌田らが行った新カリキュラム実施前の調査15）で
は、新カリキュラムにおいて学校保健実習を取り込む
計画があった教育機関は36.8％であったが、新カリ
キュラム開始後の卒業生の出た時点で行った本研究の
調査では、学校実習の実施校は38.9％であり、ほぼ先
行研究で示された通りの実施状況であることが明らか
になった。これまでの4単位の旧カリキュラムにおい
ても39.6％の教育機関が学校保健実習を組み込んでい
た15）ことから、新カリキュラムにおいて懸念されて
いた学校保健実習の組み込みの減少は見られなかった
と考える。
　保健師教育の具体的指針である『ミニマム・リクワ
イアメンツ（2013）』6）において、「多様な場における
実習」として学校保健実習が必須であることが示され、
学校実習実施による保健師活動の発展も期待されるこ
とから、今後、学校実習を公衆衛生看護学実習に組み
込む保健師基礎教育機関を増やしていくことが必要で
ある。

２．学校実習の実施意義に関する教員の認識
　学校実習の実施は各教育機関の裁量に任されている
のが現状であり、公衆衛生看護学実習を計画する教員
の学校実習に対する実施意義の認識が、学校実習の調
整・実施に何らかの影響を与えている可能性は否定で
きない。そこで、本研究では、学校実習の実施意義に
関する教員の認識を調査した。その結果、学校実習の
実施校と非実施校の2群間で学校実習に対する実施意
義の認識の程度に有意差（p<0.001）が認められ、実
施校は非実施校に比べ、実施意義の認識が高いことが

明らかになった。しかし、それが実施意義の認識の高
い教員が学校実習を組み込んだ実習計画を実現させた
ことを意味するのか、学校実習を組み込んだ実習を実
施した結果、学校実習の実施意義の認識が高くなった
ことを意味するのか、その因果関係については明確に
できなかった。非実施校における学校実習の組み込み
の実現に関しては、外的な諸条件による限界の存在が
推察されるものの、本研究の結果から、非実施校で学
校実習を実現させるためには、非実施校において教員
の実施意義の認識が高くなるような認識変容が求めら
れることが示唆された。
　しかしながら、学校実習の実施意義を非実施校でも
80％が認識していることから、今後、学校実習を組み
込んでいく学校を増やしていくことが期待できる。
　学校実習の意義の高認識群が意義ありとする回答理
由は、【養護教諭2種免許取得の教育実習としての意
義】、【学校看護活動の役割・機能の学びとしての意
義】、【学校看護実践における学びとしての意義】、【保
健師基礎教育の規定からの意義】、【公衆衛生看護活動
の展開方法の理解に関する意義】の5カテゴリーであ
り、養護教諭2種免許保持者、学校看護実践者、公衆
衛生看護実践者の3つの専門職の立場からの意義を包
含していた。一方、学校実習の意義の低認識群の回答
理由は、【学生の就職・職業としての選択肢にない】、

【時間が足りない】の2カテゴリーであり、学校実習か
ら得られる学びに対して懐疑する回答ではなく、状況
的な要素が回答理由として挙げられていた。低認識群
のカテゴリー【学生の就職・職業としての選択肢にな
い】は、高等教育の教育成果に対して就職における成
果を求める教員の意識を反映しているものと考えら
れ、専門職教育に対する教員の価値観の影響が示唆さ
れた。よって、学校実習の実施意義に対する教員の認
識変容は容易ではないと考えられた。高認識群で【保
健師教育の規定からの意義】という教育成果以外の理
由も認められたが、高認識群、低認識群共に、学校実
習から得られる学びについて懐疑する声は認められな
かったことから、保健師基礎教育機関の教員間で学校
実習により得られる成果を改めて検討し、共通認識を
持つことが、学校実習の実施意義を高く認識できるよ
うに教員の認識変容を図ることにつながるものと考え
られる。
　教育基本法第1条にあるように、教育は、「心身とも
に健康な国民の育成」を目指して行われている。「健康」
は学校における教育の達成目標の１つであり、その目
標を果たすために、学校は、学校保健のしくみと活動
によって児童生徒や教職員の健康の保持増進をはか
り、さらに児童生徒の健康管理能力の育成をはかって
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いる16）。地域の学校という場での子どもたちの健康管
理、また、健康管理能力の育成に関する実践を学ぶこ
とは、あらゆる発達段階にある対象を支援する公衆衛
生看護を担う保健師の必須事項であり、先に述べた学
校を場とした保健活動の現代的要請に応えるために
も、保健師基礎教育機関の教員は学校実習の実施意義
を改めて認識し、公衆衛生看護学実習への組み込みを
進めていく必要がある。

３．非実施校の教員が導入すべきと考える実習目標（行
動目標）と実施校での現状
　非実施校の教員は、提示した各実習目標（行動目標）
について、86.3％～ 100％の高い割合で導入すべきと
回答していた。しかしながら、実施校において各実習
目標（行動目標）を導入している割合は、36.2％～
100％であり、幅が見られた。特に、〔Ⅳ．特別な支援
を必要とする児童生徒の置かれている状況と支援の実
際を理解できる〕に属する目標群は36.8％～ 57.9％で
あり、導入している割合が低いことが明らかになった。
この背景として、実施校の実習受け入れ先の校種が、
特別支援学校よりも小学校と中学校で多かったことが
影響していると考えられた。実施校において実習目標
に到達するような実習ができたかについて、学校実習
は「学校側が提供していただける状況での実習になる」
という自由記載がみられたが、地域の小学校や中学校
が実習施設であった場合でも、特別支援学級、通級指
導教室などの実習も調整することで、〔Ⅳ．特別な支
援を必要とする児童生徒の置かれている状況と支援の
実際を理解できる〕目標群の実習目標の設定も可能に
なると思われる。地域には、多くの特別な支援を必要
とする児童生徒が存在している17）。そのような子ども
たちの学齢期の主要な生活の場は学校と家庭である。
よって、生活と健康を支援する保健師として、学校に
おける生活支援と健康支援を学ぶことは、あらゆる健
康レベルにある対象を支援する公衆衛生看護を担う保
健師の必須事項である。〔Ⅳ．特別な支援を必要とす
る児童生徒の置かれている状況と支援の実際を理解で
きる〕目標群の実習目標が設定できるよう教員が実習
調整力を発揮し、公衆衛生看護学実習への取り込みを
進めていく必要がある。
　一方、実施校において実習目標に到達するような実
習ができたかについては、「非常にそう思う」と「そ
う思う」が94.7％を占めており、設定した範囲におい
ては実習目標の到達度は高かったことがうかがえた。
その回答理由についての自由記載では「2日間なので
見学がメインになる」「3日間の実習では理想の実習目
標を達成することは不可能」「5日間の実習によって目

標が達成できた」という回答があり、学校実習の設定
日数が実習目標の達成に直接影響していた可能性が示
唆された。実際に、実習目標に到達するような実習が
できたかについて「非常にそう思う」と回答した実施
校の実習日数の平均は3日、「そう思う」と回答した実
施校の平均は2.5日、「どちらでもない」と回答した実
施校の日数は2日であり、実習日数が実習目標の設定
や到達度に影響した可能性が示唆された。保健所管内
の子どもたちの健康管理を学ぶ目的で、旧カリキュラ
ムにおいて保健所実習に学校実習を1日組み込んだ杉
原らは、学校実習での学びは1日実習では限界があり、
日数の延長を課題としていた18）。『ミニマム・リクワ
イアメンツ（2013）』では、学校実習の目安は1日程度
と示されている6）が、実習目標の達成のためには、そ
れ以上の実習時間数の確保が望まれる。

４．非実施校の教員が含むべきと考える実習項目と実
施校での現状
　実習項目については、非実施校の教員が含むべきと
考えるものと実施校が実際に含めているものが合致す
る項目もあったが、その相違も明らかになった。
　非実施校において実習に含むべきと回答する割合が
高かった実習項目は、「学校内の連携」や「感染症対策」
など、実習目標6群に幅広く存在していたが、割合が
最も低かった実習項目は、「支援対象の進学先との情
報交換」であった。「支援対象の進学先との情報交換」
は、組織間の連携、ケアシステムとして重要な事項で
あり、体験すべき実習項目であると考えるが、実施校
においても実際に含めている割合が低かったことか
ら、その低い背景について、今後、明らかにしていく
必要がある。
　一方、非実施校において「判らない」と回答した割
合が3割を超えていた項目は、「虐待の直接的対応」、「就
学指導委員会」、「学校巡回指導」、「障害をもつ児童生
徒の危機管理体制」、「地域学校保健委員会」、「PTA
活動」であったが、「虐待の直接的対応」、「就学指導
委員会」、「学校巡回指導」については、行政機関での
実習においても学ぶことが可能な項目であるため、そ
れが影響した可能性も考えられた。「障害をもつ児童
生徒の危機管理体制」については、学校安全として学
校管理上も重要な事項であるが、特別支援学校以外を
実習校種として想定した場合には、実習項目として認
識されなかった可能性も考えられた。しかしながら、
障害をもつ地域の災害弱者でもある児童生徒は、いず
れの校種においても存在する。生活の場である学校で
の健康危機体制に関する事項を実習項目に含め、その
対策を理解できる実習にしていく必要性を、保健師基
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礎教育を担う教員は共通理解する必要があると考え
る。また、「地域学校保健委員会」、「PTA活動」は、
学校を場とした公衆衛生看護活動の貴重な地域の社会
資源である。この項目についても実習項目として含め
ていく必要性があることを、保健師基礎教育を担う教
員として共通理解する必要があると考える。
　実施校で実際に実習に含めている割合が低かった

「就学指導委員会」、「就学時健康診断」は、非実施校
が含むべきと考える割合と大きな差の認められた項目
であり、含むべきという非実施校の教員の認識があり
ながらも実施校の現状では、実現できていない項目で
ある。同様に、学校を場にした保健管理である「健康
診断結果による事後措置」、個の健康課題を学校集団
全体の健康課題としてとらえていくPDCAサイクルの
学びとなる「定期健康診断結果の分析」、健康危機管
理体制における地域との連携である「災害に関する行
政機関との連携体制」、地域の感染症を増幅する場と
もいえる学校と公衆衛生分野の連携ツールである「学
校欠席者情報システム」についても、非実施校の教員
の認識と実施校の現状に相違の認められた項目であ
り、実習項目に含めていくことが望まれる。その他、
非実施校の教員の考えと実施校の現状に相違の認めら
れた項目は、「肢体不自由児への生活支援・学習支援」、

「発達障害児への生活支援・学習支援」、「医療的ケア」
であったが、実施校において、特別支援学校以外が実
習校種である場合や小学校・中学校において特別支援
学級や通級指導教室の実習を含めていない場合、実習
項目になり難かったことが推察される。しかし、行政
保健師がかかわる療育対象等の就学後の成長・発達や
生活の場の変遷を理解するなど、縦断的な視点を育成
するためにも、〔特別な支援の必要な対象に関する活
動〕群の実習項目を含められるよう、実習校種の吟味
および実習校種が小学校・中学校である場合には特別
支援学級や通級指導教室でも実習できるように調整を
行うなどの工夫が必要であると考える。そうすること
で、〔特別な支援の必要な対象に関する活動〕群の実
習項目の設定が可能になる。さらには、非実施校の教
員が導入すべきと考えるが実施校の現状では導入して
いる割合の低い〔Ⅳ．特別な支援を必要とする児童生
徒の置かれている状況と支援の実際を理解できる〕実
習目標群の導入の割合の向上にもつながるものと考え
る。　
　実習に含むべき項目の自由記載で「学校行政のしく
み」が挙げられていたが、学校実習の実習日数には限
りがある。講義や演習、実習の事前学習として学内で
学ぶことのできる事項は学内で行い、学校における活
動の実践や生活の場である学校における子どもたちの

暮らしぶりの把握に重点をおいた実習を指導者に依頼
するなど、棲み分けを明確に行うことも、学校実習の
実習日数の少なさを補完するためには必要であろう。

５．研究の限界と課題
　本研究は、新カリキュラムにおける公衆衛生看護学
実習で学んだ卒業生を輩出した学校を調査対象校とし
て抽出し、新カリキュラムにおける学校実習の現状を
明らかにすることを試みたが、回収率が25.0％であっ
たことから、得られた知見を一般化するには限界があ
る。しかし、新カリキュラムにおける学校実習を詳細
に調査した研究はこれまで存在せず、学校実習を実施
した教育機関と実施しなかった教育機関の教員の学校
実習の意義の認識の違い、実習目標や実習項目に対し
て学校実習を実施していない教育機関が描くものと実
施している教育機関の現実の相違について明らかにで
きたことは意義がある。
　今後は、本調査で得られた知見を基に、インタビュー
調査などで学校実習の調整・実施の現状とその背景を
さらに詳細に明らかにし、一般化できる学校実習の調
整・実施のあり方について探ることが課題である。ま
た、今回は、保健師基礎教育を担う教員を対象に調査
を行ったが、実習受け入れ先である学校関係者を対象
とした調査も加え、新カリキュラムにおける学校実習
の具体的な計画・展開方法を明らかにしていきたい。

Ⅳ．結語

　保健師基礎教育の新カリキュラムにおける学校実習
の現状と教員の認識について明らかにし、保健師基礎
教育において学校実習を展開するための課題を検討し
た結果、以下の知見を得た。
１．保健師基礎教育の新カリキュラムにおける学校実
習の実施割合は38.9％に留まっていたが、非実施校で
も80％が学校実習の意義を高く認識していたことか
ら、今後、学校実習を組み込む教育機関が増加する可
能性が示された。
２．学校実習の実施校の教員の学校実習の実施意義の
認識は、非実施校の教員に比べ有意に高かったことか
ら、非実施校の学校実習の実現のためには、教員の認
識変容が求められることが示唆された。
３．学校実習の実施意義の高認識群は、学生の養護教
諭2種免許保持者、学校看護実践者、公衆衛生看護実
践者の3つの専門職の立場からの学びの意義を認識し
ていたが、低認識群は、状況的な要素をもとに実習意
義を低く評価していたことから、教員は、全体として
学校実習から得られる学びに対し懐疑してはいないと
考えられた。
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４．非実施校の教員が導入すべきと考える実習目標お
よび含むべきと考える実習項目と実施校での現状には
違いがあることが明らかになった。
５．学校実習の日数が教員の実習目標や実習項目の設
定に影響する可能性が示唆され、教員が構想する実習
目標・実習項目を導入し、実習目標の到達度を高める
ためには、学校実習の日数の確保が望まれる。
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